別表７．アクションプラン（行動計画）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△検討　　○試行　　◎実施・策定　　　　実行　　　　継続

	戦略方針及びアクションプラン
	事業名
	取組内容
	２７
	２８
	２９
	３０
	３１
	新規
継続
	主担当課
	個票番号

	Ⅰ．地域主権時代にふさわしいリーダーシップの確立

	１
	政策展開事業
	①
	政策調整会議構築事業
	管理職の世代交代も進み、政策調整会議の持つ役割を再確認するとともに、各課からの課題提案について促していきます。

	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	１

	Ⅱ．住民満足度向上に向けた取組み

	１
	住民要望システム構築事業
	①
	住民要望システム構築事業
	地域課題や対応策を共有するため、データベース化に取り組みます。

	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	２

	２
	住民対話促進事業
	②
	まちづくり懇談会開催事業
	「意見交換」さらに政策提言を受ける場として位置づけ、町内各自治会、各団体をはじめ世代毎にそれぞれの課題を出し合い、協働のまちづくりへの共通認識を図ります。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	３

	
	
	③
	地域担当連絡員制度活用事業
	参加者が固定しているとの指摘があり、より参加しやすくなるように、情報の提供と場所や時間の問題を検討する必要があります。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	４

	
	
	④
	町政出前講座推進事業
	統括する部署の調整機能をたかめることは勿論、必須テーマを設けることや、対応者の分担など応援体制の整備を行います。
広報誌や町のホームページに町民の皆さんに数多く活用していただくよう情報発信します。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	５

	３
	地域まちづくり交流推進事業
	⑤
	地域まちづくり支援事業
	職員が地域の一員であることの自覚のもと、居住自治体での積極的な参加を促すとともに、引き続き協働のまちづくりの取り組みを継続します。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	６

	４
	パブリックコメント推進事業
	⑥
	パブリックコメント推進事業
	津別町パブリックコメント手続条例に基づく統一基準により、政策形成過程における町民参加の機会を充実していきます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	７

	５
	住民満足度調査事業
	⑦
	総合計画マネジメント事業
	まちづくりセンター運営協議会に進捗状況を報告するとともに、住民に公開します。
住民満足度調査を隔年で実施し、個別の要求等を町政の参考とし、職員・議員すべてが確認できるようにします。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	８

	６
	行政サービス向上事業
	⑧
	ワンストップサービス推進事業
	水道や住宅関連の手続きについては、必要に応じて１階で対応を行います。また、保健福祉課隣接の相談室をこれまで同様有効に活用します。
平成２７年度にスタートする「まちなか再生事業」において、庁舎を含めた複合施設の建設を検討します。
	△
	△
	
	
	
	継続
	総務課
	９

	
	
	⑨
	職員の接遇改善事業
	新規採用職員や全職員を対象とした接遇マナー研修を継続して実施します。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	１０

	Ⅲ.戦略的な事業展開に向けた仕組みの確立

	１
	コスト分析事業
	①
	新公会計制度導入事業
	　財務諸表４表作成の前提として、公共資産の確定が絶対条件になります。確定後にできるだけ早い時期での公表を目指し、「新公会計制度研究会報告書に基づく財務諸表4表の作成を行います。
	△
	◎
	
	
	
	継続
	住民企画課
	１１

	２
	予算編成事業
	②
	予算編成事業
	総合計画後期実施計画と中期財政計画に基づく予算編成を行い、更なる財政健全化に向けた取り組みを行います。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	１２

	Ⅳ.新しい政策に対応する新組織の整備

	１
	組織・機構改革検討事業
	①
	機構改革検討事業
	人事ヒアリングなどにより、毎年検証を行うことにより、時代に即した機構を追及します。

	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	１３

	
	
	②
	プロジェクトチーム設置事業
	今後も、必要に応じて、横断的な対応を図ることにより効率的な行政運営に努めます。

	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	１４

	
	
	③
	委員会等委員数見直し事業
	所管課において、逐次見直しが行われていますが、類似するものについては整理統合が必要であり、委員の負担を軽減し事務の効率化を図るためにもさらに検討を進めていきます。
　平成２７年１月現在の委員会数は３３、委員数は３０１人です。
	△
	△
	△
	△
	△
	継続
	総務課
	１５

	２
	基幹行政システム構築事業
	④
	文書管理システム構築事業
	平成２３年度以降の文書の対応や、文書庫の集約が必要であり、平成２７年度に改修予定の旧網走信金店舗の活用を検討します。

	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	１６

	Ⅴ.人材育成制度の改善と適正配置の実施

	１
	職員の定員管理・給与適正化事業
	①
	定員適正化及び公表事業
	退職者の不補充や事務事業のアウトソーシングにより前期計画の目標値は達成できましたが、事務量が大幅に増減する事業等を的確に掌握して今後の計画見直しに反映させます。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	１７

	
	
	②
	給与制度の適正化及び公表事業
	職員の給与制度は、人事院勧告に準拠していますが、今後も適正な運用を図るとともに、広報紙やホームページにおいて公表します。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	１８

	
	
	③
	能力・成果主義導入事業
	これまで、制度導入の前段として「職員自己申告書」による調査を実施してきたが、職員の勤務意欲の向上や組織の活性化を図るため、平成２８年度に人事評価制度の導入を図ります。
	△
	◎
	
	
	
	継続
	総務課
	１９

	２
	人材育成推進事業
	④
	人材育成の充実・強化事業
	「人材育成基本方針」に基づき、能力開発、専門能力の習得など多様な研修の充実を図っています。基礎研修はもとより社会情勢の変化に対応したタイムリーな内容の研修を実施することにより職員の能力の向上に努めます。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	２０

	
	
	⑤
	公務員倫理徹底事業
	私的な団体を含めた預金通帳の管理実態調査を実施します。また、職員として常に自覚していなければならない公務員倫理の教育を実施します。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	２１

	Ⅵ.コスト削減と歳入確保に向けた工夫

	１
	補助金適正化事業
	①
	補助金の点検と再評価事業
	所管課において、個別事業の予算措置も含めた検証等を実施します。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	２２

	２
	収納率向上事業
	②
	町税等収納率確保事業
	徴税を始めとする諸収入金について、十分な実態調査を行い適正かつ公平な課税等により調定の増大に務めるなど歳入確保を図るとともに、自主納税意識の向上や、口座振替制度の普及に取り組みます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	２３

	
	
	③
	徴収連携推進事業
	今後とも現年度の収納率向上に向けた取組みと、複合している滞納者の解消に努めます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	２４

	３
	使用料・手数料見直し事業
	④
	使用料・手数料見直し事業
	平成２６年４月からの消費税率改定に伴い、上下水道使用料の改定を実施しましたが、この他の改定は行っていません。今後も、共通のルールのもとに見直しを行います。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	２５

	４
	遊休資産の処分・活用事業
	⑤
	遊休資産の処分・活用事業
	今後も、町有地の処分予定地を広報紙、ホームページにおいて公開します。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	２６

	５
	経常経費節減合理化事業
	⑥
	経常経費節減合理化事業
	道路照明のLED化の推進など経常経費の節減に努める、適正な経常収支比率の範囲での財政運営に努めます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	２７

	６
	公共工事コスト削減事業
	⑦
	公共工事コスト削減事業
	プロポーザル方式により、西町団地買取事業として、平成２８年度に１６戸、平成２９年度・平成３０年度では本岐団地８戸、平成３１年度では新町中央団地に１４戸の買取りを行い、コスト削減を図ります。
	
	
	
	
	
	継続
	建設課
	２８

	
	
	⑧
	公共工事の入札・契約適正化事業
	入札・契約に対する透明性・競争性の確保と公平・公正な執行を図るための情報公開を行います。

	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	２９

	Ⅶ.民営化・委託化の一層の推進と協働領域の拡大促進

	１
	外部委託化推進事業
	①
	外部委託検討事業
	道路維持業務（除雪含む）について、他市町村の実態を研究するとともに、検討を進めます。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	　　３０

	２
	広域連携推進事業
	②
	広域連携推進事業
	現状での広域連携のあり方の検証と、更なる広域連携の可能性について近隣自治体との検討を進めます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	３１

	３
	第三セクター見直し事業
	③
	津別町振興公社の健全運営事業
	平成２６年度決算で累積赤字を解消し黒字に転化できる見込みであることから、以前からの課題であった若い人材が継続して働ける雇用（賃金）条件を確立するとともに、業務拡大に伴う人材の安定的な確保を図ります。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	３２

	４
	指定管理者制度活用事業
	④
	指定管理者制度導入及び評価事業
	所管課において、管理者と定期的に協議を行い、利用者の声を反映します。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	３３

	５
	地域協働推進事業
	⑤
	自治会との連携・協働事業
	冬期間の自治会内の生活弱者支援のための除雪機の貸与や、高齢化による自治会の統廃合のルール作りなど、協働のまちづくりの視点で、対等な関係で協力し合い、補完しながらまちづくりを進めます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	３４

	
	
	⑥
	各委員会等への女性委員拡大事業
	平成２５年度の女性の登用率は２８％台となりましたが、目標値の５０％に近づくよう努力します。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	３５

	Ⅷ.情報の共有とセキュリティの追求

	１
	情報発信拡大事業
	①
	情報発信共有化促進事業
	ホームページをより見やすくするため、更なる内容充実を図ります。
行政推進に当たっての町の方針などを住民に広く理解してもらうための広報公聴のあり方を検討し、専門職の配置も検討します。
広報以外でも、「つべつ町のしごと」や「くらしのガイド」など広く情報を発信できるよう、住民に分かりやすい構成・編集に取り組みます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	３６

	２
	個人情報保護事業
	②
	個人情報保護事業
	災害基本法が改正され、災害時の要支援者の個人情報の取り扱いが変わりました。人命優先の措置によるものですが、今後も個人情報の適正な管理に努めます。
	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	３７

	３
	電子自治体推進事業
	③
	電子自治体推進事業
	より充実した情報通信環境の整備に向け、webTAWNへの移行を実施しました。

	
	
	
	
	
	継続
	総務課
	３８

	Ⅸ.活動結果の分析から次のステップへ

	１
	行政評価制度導入事業
	①
	行政評価制度導
入事業
	地域住民が行政運営に積極的に関心を持ってもらえるよう、総合計画と個別事業の関連性や、費用対効果、事業の優先度など、行政の説明責任を果たすため、職員の意識改革をはじめ、行政改革の議論と平行して、行政評価制度導入に向けた研究調査に取り組みます。
	
	
	
	
	
	継続
	住民企画課
	３９


※主担当課とは、表記された課のみが担当する意味ではありません。
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